


























11 百億円（8 千件）、事業貸出 90 百億円（所管省
庁別内訳　金融庁 60 百億円《12 千件》、農林水






























































































































































































































































































































































寄付金控除を受けられる認定 NPO 法人数は 235
件（2011/10 現在）と、約 36 千件ある NPO 法人
の 0 .7% に過ぎず、NPO 活動の盛んな米国では毎
























































































































































































































































































































































険 6 千億円、JA 共済をはじめとする各種共済制


















































家計地震保険	 約 1 兆円 （政府によるプール）
企業地震保険		 約 6000 億円
8000 ～ 8500 億円（推定）
共済	 約 7500 億円




年 自然災害の事象名 経済被害額A 保険損害額B 保険カバー率B/A
2011 東日本大震災 211,250 30,000 14.2%
2005 ハリケーン・カトリーナ 125,000 62,200 49.8%
1995 阪神淡路大震災 100,000 3,000 3.0%
2008 四川大地震 85,000 300 0.4%
1994 ノースリッジ地震 44,000 15,300 34.8%
2010 チリ大地震 30,000 8,000 26.7%
2011 クライストチャーチ地震 20,000 10,000 50.0%












険金（共済金）支払い計 1 兆 3500 億円に対して、




























































・	日本 40.69%，米国 40%，仏 33.33%，独 29.44%，




























































































































































阪神・淡路大震災 1995/3 末 269 106 368 ＊ 492 75%



























































































































































































































































準備金残高は震災前の 2 .3 兆円から約 1 .3 兆円ま
で減少している。内訳は、民間が 1 兆円から 0 .49





















































































に対して、GDP 連動国債は 1 国の生産の集計値
である GDP に対する請求権として位置付けられ






















GDP 連動国債は 1990 年代にブルガリアやボス
ニア・ヘルツエゴビナ、2005 年にアルゼンチン
で発行されているが、この他類似の証券の発行例




































4）	 	 信用保証料率 0 .7% と一律なのは、激甚災害保証
制度を予約方式に援用しているためである。


























2000 年 ミシュラン社 GDPが一定の水準を下回る場合に発動される劣後ローン枠を設定（10 億米＄）
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